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宮崎市木造建築物等地震対策促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、大地震における木造住宅等の被害を軽減するため、木造住宅の

耐震化に要する費用の一部を補助する木造建築物等地震対策促進事業補助金（以下

「補助金」という。）の交付に関し宮崎市補助金等交付規則（昭和５０年規則第１９

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(1) 木造住宅 木造の在来軸組構法、伝統的構法、枠組壁構法による一戸建ての

住宅をいう。

(2) 耐震診断士 宮崎県木造住宅耐震診断士として県に登録された建築士（建築

士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項の建築士をいう。）で耐震診断

を行う者をいう。

(3) 耐震診断 耐震診断士が行う次に掲げる耐震診断によるものとする。

ア 「木造住宅の耐震診断と補強方法」（（一財）日本建築防災協会発行）によ

るもの。

イ その他市長が認める方法によるもの。

(4) 耐震補強設計 耐震診断士が行う建築物の耐震性能を向上させるための補強

計画（上部構造評点のうち最小の値（以下「評点」という。）を１．０以上にす

るもの）で、その耐震性能の向上を（一財）日本建築防災協会が定める「一般

診断法」又は「精密診断法」に即して確認した設計をいう。

(5) 耐震改修 耐震診断士が行った耐震診断の結果が、評点１.０未満（倒壊する

可能性がある建築物）のものを、１.０以上（一応倒壊しない）とする改修工事

をいう。

(6) 総合支援 耐震補強設計及び耐震改修を実施する所有者に対し、総合的な支

援を行うことをいう。

(7) 除却 補助金の交付の対象となる木造住宅すべてを取り除く工事をいう。た

だし、当該除却工事に伴う、対象とならない既存住宅の修繕等の工事は含まな

いものとする。

(8) 除却工事業者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可

を受けている者又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２

年法律第１０４号）第２１条第１項の登録を受けた解体工事業者をいう。

(9) 建替え 既存住宅１棟すべてを除却し、当該地において住宅の新築工事を行

うことをいう。

（補助対象住宅）

第３条 補助金の交付の対象となる木造住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次

の各号のいずれにも該当するものとする。

(1) 宮崎市内に存するもの。

(2) 昭和５６年５月３１日以前に着工されたもの。
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(3) 専用住宅又は併用住宅。（延べ面積の２分の１を超える部分が住宅の用途に供

されているものに限る。）

(4) 地上階数が２以下であるもの。

(5) 原則として、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に定め

る建築基準法関係規定に適合しているもの。

(6) 耐震診断の結果、倒壊する可能性が高い建築物又は倒壊する可能性がある建

築物（評点が１．０未満のもの）。

(7) 総合支援については、改正前の要綱において耐震補強設計又は耐震改修を行

った住宅でないもの。

（補助対象者）

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、別表第１に

定める補助区分で同表に定める補助対象の内容を行う者で、次の各号いずれにも該

当する者とする。

(1) 第３条に規定する補助対象住宅の所有者、管理者又は占有者。

(2) 除却については、補助対象住宅に居住している者で、事業完了後速やかに耐

震性が確保された建築物に居住する者とし、建替えについては、補助対象住宅

に居住している者で、事業完了後当該地において新築された住宅に居住する者

とする。

(3) 市税を滞納していないこと。ただし、市税を滞納している者が市税の完納そ

の他市長が認める措置を行ったときは、補助対象者とすることができる。

(4) 宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条第１号に規定する

暴力団、若しくは同条第２号に規定する暴力団員、又は同条第３号に規定する暴

力団関係者でないこと。

（適用除外)

第５条 次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱の規定は適用しない。

(1) 建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１００号）による改正前

の建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３８条の規定に基づき建設大臣か

ら認定を受けた建築材料又は構造方法を用いた住宅。

(2) 当該住宅において、過去にこの要綱に基づく補助金又はこの要綱と同様の趣

旨による補助金の交付を受けたことがあるもの。

(3) 既に耐震改修、除却又は建替えに着手、又は完了している住宅。

(4) 宮崎市災害危険区域内における住宅改築等事業補助金の交付を受けている住

宅。

(5) 所有者から対象住宅等に対する行為について同意が得られないとき。

(6) 国、地方公共団体その他の公の機関が所有する住宅。

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、別表第２に定めるとおりとする。この場合において、消費税

等相当額は除き、補助金額の千円未満の端数は切り捨てるものとする。

（交付の申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付

申請書（様式第１号）に次に掲げる関係書類を添えて市長に提出しなければならな
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い。

(1) 事業計画書

(2) 収支予算書

(3) 別表第３に定める書類

(4) その他市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第８条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは補助金の交付を決定し、その旨を補助金交付決定通知書（様式第２号）

により申請者に通知するものとする。

（交付の条件）

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定をするときは、次の条件を付

することができる。

(1) 補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保にしてはならないこ

と。

(2) 補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに事業遅滞等報告書

（様式第３号）を市長に提出し、その指示を受けなければならないこと。

(3) 耐震補強設計が適正に行われていること。

(4) 耐震改修工事の工事監理が、耐震診断士又は同等以上の知識を有する者によ

り行われること。

(5) 前４号に規定するもののほか、市長が必要と認める事項。

（交付申請内容の変更）

第１０条 申請者は、補助金の交付申請の内容を変更をしようとするとき（軽微な変

更であって交付決定額に変更を生じないものを除く。）は、補助金交付変更承認申請

書（様式第４号）に変更の内容がわかる書類及び別表第３に定める書類を添えて市

長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは補助金交付変更承認通知書（様式第５号）により申請者に通知するものと

する。

（遅滞等報告の指示）

第１１条 市長は、第９条第２号の規定による報告を受理したときは、その内容を確

認し、指示書（様式第６号）により申請者に指示するものとする。

（事業の取りやめ）

第１２条 申請者は、補助金の交付決定後に補助事業を取りやめる場合は、取りやめ

届（様式第７号）に補助金交付決定通知書を添えて市長に提出しなければならない。

２ 前項の規定による取りやめ届の提出があったときは、当該補助金の交付決定はな

かったものとみなす。

（補強設計報告）

第１３条 総合支援の申請者は、耐震補強設計が完了したときは、耐震補強設計報告

書（様式第８号）に次に掲げる関係書類を添えて市長に提出しなければならない。
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(1) 事業計画書

(2) 収支予算書

(3) 別表第３に定める書類

(4) その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による耐震補強設計報告書の提出があったときは、その内容

を審査し、適当と確認したときは耐震補強設計確認通知書（様式第９号）により申

請者に通知するものとする。

（実績報告）

第１４条 申請者は、事業が完了したときは、完了実績報告書（様式第１０号）に次

に掲げる関係書類を添えて、事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は補

助金の交付決定のあった年度の１１月末日のいずれか早い日までに、市長に提出し

なければならない。ただし、市長が当該期限を変更又は延長する必要があると認め

るときは、この限りでない。

(1) 事業実施報告書

(2) 収支決算書

(3) 別表第３に定める書類

(4) その他市長が必要と認める書類

（補助金の確定）

第１５条 市長は、前条の報告書の提出を受けた場合は、その内容を審査及び必要に

応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金交付確定通知書（様式第１１

号）により申請者に通知するものとする。

（代理受領）

第１６条 申請者は、補助金の交付の請求及び当該補助金の受領を、工事を行った者

に委任する方法（以下「代理受領」という。）により行うことができる。ただし、申

請者が、当該事業区分に係る補助事業の総事業費のうち自己の負担に係る金額を超

える額を、工事を行った者に対して支払っている場合は、当該事業区分に係る補助

金について代理受領できないものとする。

２ 代理受領により補助金の交付を受けようとする者は、請求及び受領に関する委任

状を添えて市長に補助金の交付を請求するものとする。

３ 市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めた

ときは、当該請求を行った者に補助金を交付するものとする。

４ 前項の規定による交付があったときは、申請者に対し補助金の交付があったもの

とみなす。

（補助金交付決定の取り消し）

第１７条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。

(3) 補助金交付の条件に違反したとき。

(4) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。
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（補助金の返還）

第１８条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消部分に関

し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて補助金の返還を命じること

ができる。

（雑則）

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成１７年１０月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１８年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２０年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２１年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２２年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２３年 ３月２２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２３年 ４月２２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２３年 ８月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年 ６月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年 ６月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年 ８月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年 ４月 １日から施行する。
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附 則

この要綱は、平成２６年 ６月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年 ６月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年 ７月１７日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年 ５月２５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年１０月２７日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年 ５月２３日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年 ３月１９日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年 ３月２９日から施行する。

（経過措置）

改正前の宮崎市木造住宅耐震診断・改修補助事業補助金交付要綱の規定に基づき、

一段階目の段階的改修工事まで完了し、二段階目の段階的改修工事に至っていないも

のに係る補助金の取扱いについては、令和２年度までに限り従前の例による。

附 則

（施行期日）

この要綱は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。

附 則

１ この要綱は、令和 ３年１０月１８日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際限にある既存の要綱による改正前の様式（以下「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるも

のとみなす。

３ この要綱の施行の際限にある旧様式による用紙については、当分の間、これを

取り繕って使用することができる。
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附 則

この要綱は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、令和 ５年 ４月 １日から施行する。

別表第１（第４条関係）

別表第２（第６条関係）

補助区分 補助対象の内容

総合支援
第３条に規定する補助対象住宅に対し耐震診断士が耐震補強設計を

実施し、その結果を基に評点１．０以上へ耐震改修を行うもの。

除 却
第３条に規定する補助対象住宅に対し、既存住宅1棟すべての除却を

行うもの。

建替え
第３条に規定する補助対象住宅に対し、既存住宅1棟すべての除却

し、当該地において新築工事を行うもの。

補助区分 補 助 額

総合支援

次の各号に掲げる額のうちいずれか小さい額とする。

（１）耐震改修工事に要する費用×４／５

（２）１００万円

除 却

次の各号に掲げる額のうちいずれか小さい額とする。

（１）除却工事に要する費用×２３％

（２）耐震改修等に要する費用相当分（既存建物の延床面積に３４，

１００円を乗じて得た額）×２３％

（３）３４４，０００円

建替え

次の各号に掲げる額のうちいずれか小さい額とする

（１）建替え工事に要する費用×２３％

（２）耐震改修等に要する費用相当分（既存建物の延床面積に３４，

１００円を乗じて得た額）×２３％

（３）３８０，０００円
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別表第３（第７、１０、１３、１４条関係）

別記

様式第 １ 号（第 ７ 条関係）補助金交付申請書

様式第 ２ 号（第 ８ 条関係）補助金交付決定通知書

様式第 ３ 号（第 ９ 条関係）事業遅滞等報告書

様式第 ４ 号（第１０条関係）補助金交付変更承認申請書

様式第 ５ 号（第１０条関係）補助金交付変更承認通知書

様式第 ６ 号（第１１条関係）指示書

様式第 ７ 号（第１２条関係）取りやめ届

様式第 ８ 号（第１３条関係）耐震補強設計報告書

様式第 ９ 号（第１３条関係）耐震補強設計確認通知書

様式第１０号（第１４条関係）完了実績報告書

様式第１１号（第１５条関係）補助金交付決定確定通知書

様式第１２号（第 ７ 条関係）チェックリスト１ 総合支援 交付申請時

様式第１３号（第１３条関係）チェックリスト２ 総合支援 補強設計報告時

様式第１４号（第１０条関係）チェックリスト３ 総合支援 変更承認申請時

様式第１５号（第１４条関係）チェックリスト４ 総合支援 完了実績報告時

様式第１６号（第 ７ 条関係）チェックリスト５ 除却 交付申請時

様式第１７号（第１４条関係）チェックリスト６ 除却 完了実績報告時

様式第１８号（第 ７ 条関係）チェックリスト７ 建替え 交付申請時

様式第１９号（第１４条関係）チェックリスト８ 建替え 完了実績報告時

申請・報告時期
補助区分

総合支援 除却 建替え

交付申請時
チェックリスト１

（様式第１２号）

チェックリスト５

（様式第１６号）

チェックリスト７

（様式第１８号）

補強設計報告時
チェックリスト２

（様式第１３号）

変更承認申請時
チェックリスト３

（様式第１４号）

チェックリスト３

準用

チェックリスト３

準用

完了実績報告時
チェックリスト４

（様式第１５号）

チェックリスト６

（様式第１７号）

チェックリスト８

（様式第１９号）
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